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1.1.2 のように実際に 2 つの軸を描き出してヨーロッパ政治を分析した。用語については、





















（出所）『The Transformation of European Democracy』、P32
Kitschelt の 2 つの軸を、本論文の対象である冷戦下・高度成長期の日本に導入すると、図
1.1.3 を描くことができる。用語については、以下で詳しく説明する。前述の社会工学で分けた層
の定義と照合すると、図 1.1.3 は図 1.1.2 と同じく、縦軸は Landscape（Scheme ・ Niche）、横軸は











































































































政策レベルにおいて日本政治の対立軸を表すのは図1.1.4 である。図 1.1.4 は図 1.1.3 と対応
し、縦軸はイデオロギーの政策対立で、横軸は経済政策の政策対立である。また、図 1.1.2 ・図




























































以下は表 1.1.1 に従って、Landscape の思想史学者、scheme の政党、政策学者、中央官僚の


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































economics を含んでいない。supply-side economics は高度成長期に存在しなかった。









政策思想が supply-side economics と同じであるという意味では全然ない。本論文の範囲では
supply-side economics は現実には存在しなかったので検討しなかったのである。
1.2 高度成長期の政治における知事職


















































































































































































































たのである（2014 年 2 月、三上隆に聞き取り）。なお、具体的な議事進行については、蜷川府政
期を通じて、議会答弁の前に財政課長が各府議に質問内容を取りに行き、大体の質問は事前
に把握できた。府議のほうは予算配分を財政課長に握られているので、普通協力するという
（2013 年 12 月、京都府秘書課元職員・名倉喬に聞き取り）。




































































らの人々は「七人の侍」と言われた。この人たちは 1950 年代入庁時は課長級で、1960 年代から
は部長級となり、松尾賢一郎は最後副知事になった。蜷川虎三は教え子に対する厳しさは有名
で、論文を窓から投げ出すなどのエピソードはたくさんあった。大橋安正（おおはしあんせい、元


















































































































































































































全国平均 26.3％ 京都 45.6％
税金のグラフです。















































































































































































































































































































































































表 2.3.2 京都府中小企業融資状況 （千円）
融資基金 融資件数 融資金額
1950 70,000 631 84,046
1953 340,000 5,578 1,459,443
1957 290,000 3,036 849,950
1961 352,000 3,751 3,916,150
1965 537,000 4,483 5,240,102





なかった）（『戦後における京都府政の歩み』、P76）。第 1 年は既に 5000 件、26 億円を貸し、京
都府制度融資額全体の三分の一ほどの大きさであった。その後、融資限度額はまた二度にわた
って引き上げられた。
1968 年までに、無担保、無保証人の小企業特別融資制度は東京、大阪、愛知など 15 の都府












































について、1956～1969 年、金融あっせんを 21674 件、189 億 3897 万円行い、1950～1969 年、























































1949 215 69 145
1951 734 296 435
1953 766 292 468
1955 809 290 511
1957 836 284 542
1959 878 293 574
1961 917 291 614
1963 1004 296 696
1965 1048 292 720
1967 1081 288 780





































































表 2.3.4 都道府県別常用労働者の平均現金給与額 － 月額（事業所規模３０人以上）
京都府 大阪府 兵庫県
K O H K/O K/H
1955 18,537 20,072 19,487 0.92 0.95
1956 19,589 21,313 21,631 0.92 0.91
1957 20,339 20,665 23,331 0.98 0.87
1958 20,640 23,138 22,728 0.89 0.91
1959 21,659 24,635 24,313 0.88 0.89
1960 23,297 26,599 26,539 0.88 0.88
1961 27,158 29,181 29,508 0.93 0.92
1962 30,542 32,228 31,974 0.95 0.96
1963 34,110 36,028 35,090 0.95 0.97
1964 36,025 39,410 38,605 0.91 0.93
1965 38,884 43,007 42,464 0.90 0.92
1966 43,929 47,932 47,147 0.92 0.93
1967 50,703 52,769 52,845 0.96 0.96
1968 56,052 60,411 60,189 0.93 0.93
1969 65,615 69,936 69,920 0.94 0.94
1970 76,165 83,343 79,584 0.91 0.96
1971 88,028 94,738 91,282 0.93 0.96
1972 101,864 110,280 104,472 0.92 0.98
1973 122,974 137,564 126,257 0.89 0.97
1974 149,943 173,678 162,378 0.86 0.92
1975 177,956 197,940 187,312 0.90 0.95
1976 211,866 220,054 207,463 0.96 1.02
1977 231,089 239,501 227,861 0.96 1.01












賃金構造基本統計調査によると、2012 年現在、日本において 100 人未満企業従業者の所定



























































年福知山 IC が完成し、1991 年西舞鶴 IC が完成した。これをもって、福知山・長田野は大阪と











































総数 都道府県 市町村 事務組合 公団 組合団体 民間
～1959年 17 10 4 1 0 1 1
60～64年 149 50 33 4 22 36 4
65～69年 179 68 40 11 28 26 6
70～74年 324 78 173 16 21 30 6
75～79年 179 22 107 4 19 24 3
80～84年 188 27 120 6 6 22 7
85～89年 299 40 210 10 9 10 20
90～91年 131 5 97 5 10 3 11
合計 1,466 300 784 57 115 152 58
不詳 1,038 314 458 43 99 93 31





























2012 年 4 月 24 日アクセス
3.2.1 長田野工業団地の面積
京都府中丹地区は主に舞鶴、福知山、綾部の三市からなっている。長田野工業団地は福知
山市にある。その総面積は 400Ha で、うち工業用地 342Ha ・住宅用地 58.7Ha である。図 2の下
の部分の工業用地と、上の部分の住宅用地は緩衝緑地によって隔てられている。
工業用地 342Ha のうちわけは、工場用地 220.4Ha、公園・緑地 62.3Ha、道路･水路 50.7Ha で
ある。
住宅用地の 58.7Ha のうちわけは、住宅地 27.9Ha、公園・緑地 9.0Ha、道路･水路 11.0Ha であ
る。
1988 年、京都府の工業用地は敷地面積 1413Ha で、長田野工業団地の工場用地 220.4Ha が
大きなわりあいを占めていることがわかる。

























造成 3 年、売却 3 年で、なかんずく「大規模なものになると 20 年近くの年月を要する」。長田野
工業団地の建設時間は普通であったことがわかる。建設費について、1971～1974 の長田野工











石油危機とインフレの時期をはさんだので、長田野工業団地の分譲価格が 1970 年 2,755～
3,020 円/平米、1975 年 11,500 円/平米、1977 年 14,700 円/平米、1980 年 17,500 円/平米、
1984 年 20,400 円/平米、1988 年 22,500 円/平米と、はやく上がった。しかし、1977 年大阪府の

























地内の初めての企業操業開始に合わせ、1972年 10 月から供用し、1974 年 3月に完成した。そ
の事業費は 11.4 億円で、内訳は国 3.2 億円、起債 7.3 億円、府負担金 1 億円であった。1980
年 4 月から第二期工事が始まり、1982 年 3 月に、設計どおりの 1 日最大給水能力 37,150m3を




の基本料金は、1972 年 6 円/m3、1975 年 9 円/m3、1980 年 15 円/m3、1984 年 20 円/m3、後は
1992年より3％の消費税、1997年より5％の消費税の上乗せ以外は変わらなかった。この料金は
全国で普通のレベルで、例えば 1977 年度、工業用水道料金の全国平均は 11.62 円/m3であっ
た（『日本の工業用水供給』、P189）。そして、1992 年 1 月から長田野工業用水道の綾部工業団
地への給水区域拡大工事がはじまり、1994 年 3 月に完成した。長田野工業用水道の契約使用
水量が供水能力に占める割合は、第二期工事が始まる直前の1980年に 87％に上がったが、ほ
かは 6,7 割に安定した。実績使用水量が供水能力に占める割合は、1980 年に 57％に上がった
が、ほかは 3 割程度で推移した。長田野工業団地は、入居企業選定の段階から「鉄工 2 次、機
械金属、輸送機械、電気2次製品等非用水型の業種を主体とする（『長田野工業団地造成事業
概要書』参照）ので、入居企業の工業用水を安定的に供給できた。
長田野工業団地への生活用水供給について、1971 年 1 月に、福知山市水道第四次拡張工































給を始めたのは団地内の初めての企業操業開始に合わせる 1972 年 12 月であった。その販売
量は、1988 年は年間 1000 万 m3、1996 年は年間 1500 万 m3、2004 年は年間 2000 万 m3、2006
年は年間2500万m3であった。2011年現在の基準単位料金は１m3につき180円である（長田野
ガスセンター、http://www.osadano-gas.co.jp/profile/outline.html、2011 年 7 月 3 日アクセス）。
年間 2500 万 m3をもって計算すると、2011 年度年間のガス代は 45億円程度で、2011 年度出荷










































府衛生部公害対策室[1975]『昭和 50 年度 公害対策事業概要』参照）。そして、福知山市下水
道課は「処理場内においては各施設について毎月 2回（日時は定めない）採水、なお河川につ






























1977 188 262 158 1.65
1982 258 332 204 1.63
1987 314 400 227 1.76
1992 384 488 257 1.90







（件） （％） （人） （％） （億円） （％）
1977 18 8.1 1,627 27.8 408 57.1
1982 25 11.0 2,473 38.8 1,114 76.0
1987 33 15.1 3,145 47.9 1,351 81.1
1992 39 17.3 3,815 53.8 1,634 80.9
















年度 年平均値 環境基準 1時間値の最高値 環境基準
(mg/m3) (mg/m3) (mg/m3) (mg/m3)
1975 0.029 0.10 0.200 0.20
1980 0.065 0.10 0.390 0.20
1985 0.020 0.10 0.209 0.20
1990 0.033 0.10 0.148 0.20
1995 0.028 0.10 0.156 0.20
2000 0.027 0.10 0.161 0.20













































(ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm)
1975 0.010 0.04 0.040 0.1 1975 0.014 0.04～0.06 0.120
1980 0.008 0.04 0.024 0.1 1980 0.009 0.04～0.06 0.063
1985 0.004 0.04 0.036 0.1 1985 0.012 0.04～0.06 0.159
1990 0.004 0.04 0.048 0.1 1990 0.012 0.04～0.06 0.109
1995 0.003 0.04 0.033 0.1 1995 0.015 0.04～0.06 0.125
2000 0.004 0.04 0.119 0.1 2000 0.013 0.04～0.06 0.107
























































































































































































































































































1970 年（6 選）、1974 年（7 選）の知事選では、蜷川虎三が町村合計で対立候補に勝った。


















国の制度（野菜出荷安定資金制度）は果菜類 30Ha 以上、その他野菜 50Ha 以上、共同販売



















































は、196９～1973 年の間に、一件 30 万円から 50 万円ぐらいの規模で、2333 件、計 5 億 678 万



























































































































表 4.3.1 1975 年京都府地域別・事業別の土地改良状況
% ほ場整備 農道整備 用水整備 排水整備
京都府 20 18 36 18
丹後 55 28 44 33
中丹 13 14 22 14
南丹 4 18 48 2
京都・山城 14 13 30 27
近畿平均 24 17 25 17
全国平均 51 29 42 34
（出所）『地域の条件を活かした土地改良の総合的推進で地域農業の再建を』
表 4.3.2 京都府のほ場整備率全国比較（京都府農林部）
% 京都 滋賀 大阪 兵庫 奈良 和歌山 計 全国
1978 7.0 27.1 0.2 31.1 0.5 0.9 21.0 31.5
1979 8.9 32.1 0.6 34.3 0.8 1.2 24.1 34.6
1980 11.2 36.5 0.6 41.1 1.1 1.4 28.3 37.7
1981 13.5 39.9 0.9 43.9 1.7 1.6 30.8 40.5




1969 189 561 2.40%
1970 73 634 2.80%
1971 31 665 2.90%
1972 96 761 3.30%
1973 154 915 4.00%
1974 96 1011 4.40%
1975 104 1115 4.80%
1976 199 1314 5.70%
1977 273 1587 6.90%
1978 468 2055 8.90%
1979 530 2585 11.20%
1980 534 3119 13.60%
1981 538 3657 15.90%
1982 549 4206 18.30%
（出所）各年度『耕地事業の概要』
表 4.3.4 京都府のほ場整備率全国比較（近畿農政局）
% 滋賀 京都 兵庫 和歌山 大阪 奈良 全国 近畿
1970 33.0 15.0 7.0 8.0 3.0 0 31.0 13.0
30a～ 1984 48.8 7.5 28.9 0.1 1.1 2.2 36.9
1985 51.5 9.6 30.6 0.3 1.5 2.6 38.4
1986 54.2 11.8 32.6 0.5 2.0 3.1 39.8
1987 56.4 14.2 34.6 0.7 2.6 3.6 41.3
1988 58.6 16.8 37.7 0.8 3.2 4.3 43.1
1989 60.6 19.7 40.4 0.9 3.7 4.6 44.6
1990 63.4 24.1 43.9 1.2 5.2 5.7 46.6
（出所）各年度『近畿農業情勢報告』
すべての資料は調査の方法など記していない。農地系統の京都府農業会議元事務局長・渡










































































間米生産量が一気に 1300 万トン程度から 1400 万トン以上に上がった。それに加えて、農林省
は主食用小麦の輸入をすすめ、1965～1970 年度の間では、毎年 400 万トン以上の小麦を輸入



















米の種類 計画流通米 ヤミ米政府米 自主流通米





























都府の米の種子更新率は 1972 年度 31.4％であり、近畿では兵庫県の 36.3％に継いで第 2位























































































その後、「296 円が年々高額となり、一時 1500 円ぐらいまではねあがり（1975 年度 3 等銘柄米







京都府のあまり米は年間 5000万円程度必要であった。1971 年度は前記「特別助成」の 5000 万
円が入っているので、合計 1億円程度の助成であった。その後年々高くなり、1975 年度には「特










に 2億円の財政負担を増やした（表 4.4.1 の米価格補償金）。
表 4.4.1 の「買入実績数量」とは政府が京都府に分配した米生産の枠であり、政府買入と自主








































































































































































































































































図 5.1.1 において、1967 年前後は投資額レベルが低い原因は市町村主体投資額が低いことが
わかる。

















































































































にされることもあったかもしれない」（2014 年 1 月、毎日新聞記者［当時］四方洋に聞き取り）。










1973.10.19 （吹田）。神戸～福知山間は総工費 700 億円で建設着手、福知山～舞鶴間調査設計中
1973 道路公団は事業を抑制
1974～1976 道路公団新規事業無し











表 5.1.2 1985 年までに住宅公団関西支社が完成した住宅団地











都道府県 団地名 市町村 工事期間 戸
大阪府 五月が丘 池田市 1956.4-1965.12 2400
香里 枚方市 1957.7-1962.6 5850
向ヶ丘 堺市 1958.6-1964.3 2960
金剛 富田林市他1965.10-1969.4 7740
鶴山台 和泉市 1968.12-1976.3 4100
光明池 和泉市 1970.12-1984.3 4000
合計 27050
京都府 八幡 八幡市 1969.11-1976.12 9000
合計 9000
奈良県 富雄 奈良市 1964.1-1966.6 2500
奈良坂 奈良市 1977.12-1983.9 1930
合計 4430
兵庫県 甲南 芦屋市他 1956.11-1961.9 750
東舞子 神戸市 1957.7-1960.9 1550
鈴蘭台 神戸市 1965.1-1970.3 4370
大久保東 明石市 1969.5-1976.6 4330
新多聞 神戸市 1971.4-1979.3 9010
落合 神戸市 1973.9-1978.5 9000
合計 29010

































































図 5.1.7 では、京都市を除く京都府下国直轄道路の事業費は蜷川虎三が退職した 1978 年度、



















るのではないか」（『昭和 44 年度 2月京都府議会定例会会議録』、P323）。
































































































まず図 5.1.11 をもって道路 1km延長当たり事業費を見たい。要注意なのは、図 5.1.11 のいう
1km 当たり道路事業費は道路事業費／道路 km数のことで、道路事業費／施工 km数のことで
はない。なお、1966 年度から、『道路統計年報』は政令指定都市含まずの全都道府県道路事業










































図 5.1.14 をもち、京都府における国補助道路事業費の変化を見る。1966年から 2011年まで、
京都府における国補助道路事業費は全都道府県国主体・補助道路事業費に占める割合は大








ていたことを確認できる。2002 年の 5.3%の高値は高速道路関係事業で、特殊であるが、1978 年
以前と以降の平年度の差は明らかである。1978 年以前の 0.4%程度の事業費は、1982 年から
0.6%程度、1986年から1%程度まで上がった。それ以降も2004年（0.6%）まで、1%以上で維持した。












































1km 当たり都道府県単独道路事業費の変化は図 5.1.16 の示すとおりである。図 5.1.16 は図
5.1.13 と同じく、単位は百万円である。1993 年と 1996 年前後、京都府単独道路事業費がとくに
高くなったのは国の地方財政出動誘導策に乗ったためである。第 2 節で詳しく検討するように、
このときの単独道路事業費は京都府債純増および京都府債現在高が増える一因となった。

















































図 5.1.20 によって、京都府も全国も 1960 年代を通して、舗装率が速く伸びた中、京都府は全
国レベルを追い抜いたことを確認できる。1970年代末になると、全国舗装率が100%近くになった
ため、1979年から建設省は舗装率の定義を改めた。よって、比較可能なデータは1978年までで
ある。ちなみに、京都府土木建築部は 1970 年に 1975 年をもって「全線舗装完了」を達成すると
いう計画を発表した（京都府土木建築部［1970］『京都府の道路』）。1969 年度末（1970.4）の京


















































































































資／全都道府県歳入［都道府県債借換除去］）は 1960 年代も 1980 年代も変わらなく、0.35%前
後であった。もう一方、図 5.2.3 が示すように、（都道府県主体投資／全都道府県歳入［都道府
県債借換除去］）は 1960年代の 0.4程度から 1980年代の 0.3程度に下がった。これが要因とな





政規模に対して、京都府主体投資は 1960 年代も 1980 年代もあまり変わっておらず、どちらかと
言えばむしろ少し低くなった。ではなぜ 1960 年代と 1980 年代と比べて、（都道府県主体投資／
全都道府県歳入［都道府県債借換除去］）の場合は 0.4 対 0.3 と多く、（京都府主体投資／京都
26



















蜷川虎三 2、3 期 1954～1961 1.29%
蜷川虎三 4～7 期 1962～1977 0.84%









記』参照）。実際、蜷川虎三 2、3 期は 1.29%、4～7 期は 0.84%であった。もっとも、都道府県主体
投資／全都道府県歳入（都道府県債借換除去）は京都府主体投資／京都府歳入（府債借換除


















































知事選で、反蜷川陣営は蜷川虎三が陳情に行かないので、13 年間 890.9 億の補助金が降りな
かったと宣伝した（「若い京都」『70 年京都府知事選挙の記録』、P264）。もし全国 1%の普通建設
事業支出金を「蜷川虎三が自民党陣営に入れば受け取るはず」だと考えれば、13 年間（1957～


















以上で検討してきたように、京都府主体投資／全都道府県主体投資は 1960 年代の 0.9%～






















































借換除去であったら歳出はA県も B県も 100である。県債純増はA県も B県も 10 である。A県















































1954 年に都道府県第 1号として財政再建団体の指定を受け、1961 年に財政再建を完了したの
である。検討済のように、普通建設事業支出金という補助金を考えない場合、図5.2.6が示すよう
に、財政再建後の行政投資京都府費レベルは蜷川府政でも、自民党府政でも変わりはない。と
くに蜷川府政期の 1971 年度、（行政投資京都府費／一般財源）が 46.4%に達した。もっとも、
1980 年代以降、普通建設事業支出金を含めて、補助金の補助率が下がった。しかし普通建設
















































































































































アピールし、「国の経済力の導入で大型プロジェクト」（1979 年第 1 号）。「国との協調で大型事





























































































































500 億程度から 1993 年最高点の 1000 億に達した。出資金も同じように、1980 年代以前は信用
保証協会（中小企業の信用保証）が半分程度であったが、1990 年代から高速道路関係で京都
























































（地方債借換除去）は、1984 年度が 0.26%であったのに対し、1965 年度は 0.15%であった。京都
府が受け取る国庫支出金／全都道府県歳入（地方債借換除去）は、1984年度が0.38%であった
のに対し、1965 年度は 0.42%であった。地方税と補助金を合計すると、1984 年度は 1965 年度よ
り 0.07％高かった。府債純増／全都道府県歳入（地方債借換除去）は 1984年度が 0.08%であっ
たのに対し、1965 年度が 0.06%で、0.02％高かった。京都府歳入／全都道府県歳入（地方債借








債純増に頼っていたことは既述のとおりで、図 5.2.17 と図 5.2.18 から確認できる。
44









高／地方歳入（地方債借換除去）を 1976 年度の 39.12%、1977 年度の 39.80%と横ばいに保って
いたことは注目に値する。同時期、全都道府県の地方債現在高／地方歳入（地方債借換除去）
は 42.09%から 46.49%へと大きく上がった。これは前述のように、蜷川虎三は全都道府県より 1年
間はやく、1972年度から行政投資京都府費を削ったという経済を読む能力と財政運営の手腕に
























































































年度 都道府県 種目 税率 税収見込み(百万円)
1958 山形（財政再建団体）自動車取得税 1.5% 23
長野（財政再建団体）自動車取得税 0.8～1.0% 15（1957 年度）
徳島（財政再建団体）自動車取得税 3.0% 20
愛媛（財政再建団体）自動車取得税 2.0～3.0％ 59
北海道 自動車取得税 1.5% 105
三重 2～3％ 自動車取得税 2.0～3.0％ 24










1966 京都 自動車取得税 1.8% 350
（営業用自動車）1%















1974 兵庫 2,000 5.2％から 6.2％ 勤労青年のための施設整備
1975 20 団体 4,616
1976 41 団体（京都府含む） 37,900
1977 44 団体 53,841
1978 44 団体 56,575
1979 44 団体 68,294
1980 44 団体 79,876
1981 44 団体 89,712
1982 44 団体 93,873
1983 44 団体 95,294
1984 44 団体 11,826
1985 沖縄を除く 46 団体 124,869
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































学説 生産力重視（動学） 生産関係重視（静学） 相互関係重視（動学・静学）
人物 有沢広巳 等 宮本憲一 等 蜷川虎三
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